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Ⅰ 地方財政を取り巻く環境 
１ 国の予算と地方財政計画との関係 

 
 

〈交付税及び譲与税配付金特別会計〉

法定率分 １６．２兆円 

既往法定加算 ０．０兆円 

地方特例交付金等 ０．２兆円 

地方法人税 １．９兆円

特会剰余金 ０．１兆円

前年度繰越分 １．４兆円

※　地方一般歳出は、７６．５兆円

（注）表示未満四捨五入の関係で合計が一致しないことがあります。

　　（以下グラフ及び表に同じ）

※　総務省「国の予算と地方財政計画（通常収支分）との関係」を基に作成。

借入金等利子充当

借入金償還　　　　　

　０．１兆円

　１．３兆円

地方特例交付金等 　０．２兆円

納付金（地方公共団体金融機構

の公庫債権金利変動準備金

の国庫帰属）　０．１兆円

交付税及び譲与税配分金
特別会計へ繰入れ　０．１兆円

（臨時財政対策債　１．０兆円）

公庫債権金利変動準備金の活用０．１兆円

地方特例交付金　０．２兆円

財政投融資特別会計

（歳入） （歳出）

※　基礎的財政収支対象経費は、８９．５兆円

公債費等
１２．７兆円

投資的経費
１２．０兆円

その他の歳出
７２．７兆円

うち社会保障関係費　　３６．９兆円
うち公共事業関係費　　　６．１兆円

   ５０％

消費税

地方交付税

１８．４兆円

１６．４兆円

給与関係経費
１９．９兆円

一般行政経費
４２．１兆円

地方交付税　　　１６．２兆円

地方譲与税　２．６兆円

財政投融資特別会計より受入れ

一般会計（歳入） 一般会計（歳出）

特別法人事業税等

（１１４．４兆円）

交 付 税 ２．６兆円地方交付税等

（９２．０兆円）

〈地方財政計画〉

地方譲与税

（１１４．４兆円） （譲与税） （譲与税）

地方税
４２．９兆円

（出口ベース）

（交付税）

２．６兆円

国の予算と地方財政計画（通常収支分）との関係（令和５年度当初）

国 税 収 納 金 整 理 資 金

歳入 歳出歳入

（９２．０兆円）

〈国の予算〉

歳出

６９．４
兆円

国債費
２５．３兆円

元金返済
１６．８兆円

１９．５％

その他
９．３兆円

所得税

国
　
　
　
　
　
　
税

その他の税収

９．２兆円

利払い等
８．５兆円

酒税

対象税目

建設国債
６．６兆円

公債金
３５．６兆円

赤字国債
２９．１兆円

３３．１％

６０．２兆円

３３．１％

法人税

水準超経費　　２．９兆円

公営企業繰出金（下記除く）１．０兆円

地方特例交付金等　０．２兆円

維持補修費　１．５兆円

国庫支出金
１５．０兆円

その他　

６．２兆円

１６．４兆円

地方交付税
１８．４兆円

地方債
６．８兆円

（交付税）

一般会計より受入れ

（入口ベース）

一
般
財
源
総
額

兆
円

65.1

 
 
 

■地方財政計画 

毎年度、内閣が作成する翌年度の地方公共団体の歳入歳出総額の見込額をいいます。地方財政計画に

は、地方交付税制度とのかかわりにおいての地方財源の保障、地方財政と国家財政等との調整、個々の

地方公共団体の行財政運営の指針という役割があります。 

 

福祉・学校教育等の国民生活に密接に関連する行政は、その多くが地方公共団体の手で実施

されており、地方財政は国の財政と並ぶ車の両輪として、極めて重要な地位を占めています。 
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国債残高の推移

２ 累積する国の借金 

 

 
 

 

 

 

（注）令和４年度までは実績、令和５年度は見込み。 
※財務省「日本の財政関係資料」を基に作成。 

 

国債残高は令和５年度末（見込み）で 1,068 兆円に及び、国家予算の約 10 倍に相当します。

近年における国債残高の主な増加要因としては、高齢化の進行等に伴う社会保障関係費の増加、

景気の悪化や減税による税収の落ち込みが挙げられます。 

また、平成 23 年度より東日本大震災に伴う復興財源として、復興債が発行されています。 

■建設国債、その他の国債 

国債には、道路整備等の公共事業費等の財源とするために発行される建設国債と、通常歳入が歳出

に不足するために生じた一般的な赤字を補塡する目的で発行される特例国債（赤字国債）等がありま

す。 

 
■復興債 

東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法に基

づき、復興のための施策に必要な財源となる税収等が入るまでのつなぎとして、平成 23年度から令和

２年度まで発行されていました。 
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３ 厳しさが続く地方財政（全国ベース） 

 
   
 

 
（注）令和４年度までは実績、令和５年度は見込み。 

 

         ※総務省「地方財政関係資料」等を基に作成。 
 

 

■普通会計 

財政分析に用いられる理論上の会計区分であり、一般会計のほか、特別会計のうち公営事業会計（公

営企業、国民健康保険事業等）以外のものの合計額から、相互に重複する部分を控除したものです。 

 
 

■交付税特会借入金（地方負担分） 

地方交付税の財源不足に対処するため、国の交付税及び譲与税配付金特別会計（交付税特会）が借り

入れた借入金のうち地方財政全体で負担するものです。 

 
 

■公営企業債（普通会計負担分） 

水道事業等の地方公営企業において償還する公営企業債のうち、経費負担区分の原則等に基づき、普

通会計がその償還財源を負担するものです。 

 

■臨時財政対策債 

地方交付税の原資となる国税収入が不足していることから、地方財政計画上の通常収支の不足額の一

部を各地方公共団体の起債により補填するための地方債であり、その元利償還金相当額は後年度の基準

財政需要額に全額算入されます。 

地方財政の借入金残高は、減税による減収の補塡、景気対策等のための地方債の増発等に加

え、平成 13 年度以降の臨時財政対策債の発行等により増加傾向にありましたが、近年は横ば

いで推移しています。 

しかし、令和５年度末（見込み）での残高 183 兆円は、地方財政計画（令和５年度）におけ

る歳入総額の約２倍に相当し、この借入金の返済が地方財政の重荷となっています。 

普通会計が負担すべき借入金残高の推移 
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Ⅱ 栃木県内市町村財政の状況 

１ 令和４年度県内市町村の普通会計決算 

 
 
 

                  （単位：百万円、％）

決算額 増減額 伸び率 決算額 増減額 伸び率

1  宇都宮市 268,709 6,518 2.5 261,444 10,032 4.0

2  足利市 58,292 △ 1,632 △ 2.7 54,479 △ 2,052 △ 3.6

3  栃木市 72,648 △ 4,018 △ 5.2 67,799 △ 5,131 △ 7.0

4  佐野市 57,393 △ 2,419 △ 4.0 54,077 △ 2,317 △ 4.1

5  鹿沼市 48,655 △ 1,599 △ 3.2 46,433 △ 1,178 △ 2.5

6  日光市 44,485 △ 2,822 △ 6.0 42,406 △ 2,979 △ 6.6

7  小山市 72,616 △ 1,620 △ 2.2 69,656 △ 1,240 △ 1.7

8  真岡市 38,875 △ 83 △ 0.2 34,953 △ 79 △ 0.2

9  大田原市 35,651 △ 1,341 △ 3.6 32,499 △ 1,335 △ 3.9

10  矢板市 15,515 △ 533 △ 3.3 14,798 △ 188 △ 1.3

11  那須塩原市 57,360 △ 98 △ 0.2 54,243 992 1.9

12  さくら市 22,652 △ 788 △ 3.4 20,625 △ 1,108 △ 5.1

13  那須烏山市 13,328 △ 334 △ 2.4 12,402 △ 696 △ 5.3

14  下野市 30,523 △ 2,529 △ 7.7 27,938 △ 2,333 △ 7.7

市　　計 836,701 △ 13,297 △ 1.6 793,753 △ 9,611 △ 1.2

15  上三川町 12,703 △ 624 △ 4.7 11,590 △ 682 △ 5.6

16  益子町 9,085 △ 404 △ 4.3 8,815 △ 5 △ 0.1

17  茂木町 9,376 622 7.1 8,267 782 10.5

18  市貝町 6,960 467 7.2 6,332 750 13.4

19  芳賀町 15,635 3,984 34.2 14,852 4,188 39.3

20  壬生町 17,716 △ 2,923 △ 14.2 16,955 △ 2,739 △ 13.9

21  野木町 9,043 △ 77 △ 0.8 8,506 △ 50 △ 0.6

22  塩谷町 7,881 467 6.3 6,902 452 7.0

23  高根沢町 10,933 △ 1,785 △ 14.0 10,547 △ 1,667 △ 13.7

24  那須町 15,024 △ 799 △ 5.0 13,819 △ 994 △ 6.7

25  那珂川町 9,722 △ 1,218 △ 11.1 8,666 △ 1,254 △ 12.6

町 　 計 124,078 △ 2,289 △ 1.8 115,250 △ 1,219 △ 1.0

市 町 計 960,780 △ 15,586 △ 1.6 909,003 △ 10,830 △ 1.2

市町名
歳  入 歳  出

 

 

  

 

 

県内 25 市町の令和４年度普通会計の決算規模は、歳入歳出とも前年度を下回りました。 

歳入 9,608 億円 （ 対前年度比 156 億円減、1.6％減 ） 

歳出 9,090 億円 （ 対前年度比 108 億円減、1.2％減 ） 
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２ 歳入 

  
（１） 歳入決算額の推移（自主財源、依存財源別） 

 
（２）歳入項目別構成比全国比較（令和４年度） 

 
  

 
（注）全国市町村は、特別区、一部事務組合及び広域連合を含みます。 

 
 

■自主財源 
市町村が自主的に収入することができる財源で、地方税、使用料・手数料、諸収入等をいいます。歳

入に占める自主財源の割合（自主財源比率）が高いほど行政活動の自主性と安定性が高いとされていま

す。 

 
■依存財源 

自主財源以外の財源をいい、収入の源泉を国又は県に依存し、かつ、その額と内容が国又は県の定め

る基準ないし意思決定にかかるもので、地方交付税、国庫支出金、県支出金、地方債等をいいます。 

令和４年度の歳入に占める依存財源の割合は、その他の依存財源が前年度に比べて約１割程

度減少しました。また、全国と比較した場合、地方税の割合が高く、地方交付税の割合が低い

状況です。 

（単位：％）

依
存
財
源 

自
主
財
源 

自主財源 依存財源 
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（３） 自主財源比率の状況（令和４年度） 

 
 

 
 

市 町 計

70％以上 0 0 0

60～70％未満 0 1 1

50～60％未満 7 1 8

40～50％未満 6 7 13

40％未満 1 2 3

区　分 団体色
団　体　数

 

団 体 名 自主財源比率

上 三 川 町 62.0

真 岡 市 58.2

小 山 市 57.8

那 須 町 56.5

那 須 塩 原 市 52.3

下 野 市 52.3

宇 都 宮 市 51.3

さ く ら 市 51.2

佐 野 市 51.1

高 根 沢 町 49.5

栃 木 市 49.4

壬 生 町 49.4

市 貝 町 48.0

鹿 沼 市 47.3

野 木 町 46.7

足 利 市 46.6

大 田 原 市 46.4

矢 板 市 45.3

日 光 市 44.4

芳 賀 町 42.4

茂 木 町 41.0

塩 谷 町 40.2

益 子 町 35.7

那 珂 川 町 33.8

那 須 烏 山 市 33.2

市 計 49.1

町 計 45.9

県 計 47.7

（単位：％）

※平均は単純平均
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３ 歳出 

 
（１） 歳出決算額の推移（性質別）  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（２） 歳出項目別全国比較（令和４年度） 
 

 

 
 

（注）全国市町村は、特別区、一部事務組合及び広域連合を含みます。 
 

■義務的経費 

歳出のうち、支出が義務付けられ、任意に削減できない極めて硬直性が強い経費で、職員給与費等の

人件費、生活保護費等の扶助費及び地方債の元利償還金等の公債費からなります。 

 
■投資的経費 

道路、橋、公園、学校、公営住宅の建設等社会資本の整備に要する経費であり、普通建設事業費、災

害復旧事業費等からなります。 

投資的経費 

（単位：％）

歳出を性質別でみると、国民体育大会開催及び物価高騰対策に係る補助金等により、補助費

が増加し、子育て世代臨時特別支援事業費の減により扶助費が減小しました。 

なお、全国と比較した場合義務的経費の割合が低く、反対にその他の経費の割合は高いです。 

投
資
的 

経
費 

 
 

  

そ
の
他
経
費 

義
務
的
経
費 

その他経費 義務的経費 
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（３） 公営企業会計に対する繰出の推移 

 

 
（注）上記繰出には、地方公営企業法の適用事業への繰出（補助費等など）を含みます。 

 

（４） 国民健康保険・老人保健医療・後期高齢者医療・介護保険各事業会計への繰出金の推移 

 
■公的資金補償金免除繰上償還 

公債費負担の軽減対策として、一定の条件（実質公債費比率、経常収支比率、合併の有無、資本費等）

を満たし、かつ公営企業経営健全化計画を策定し、徹底した経営改革を行う地方公共団体を対象に、平

成 19年度から平成 21 年度及び平成 22年度から平成 24年度までの各３年間で高利率（５％以上）の公

的資金（旧資金運用部・旧簡易生命保険・旧公営企業金融公庫資金）の繰上償還等が認められました。

従来は、繰上償還の際には、補償金として償還期限までの利子相当分を支払う必要がありましたが、特

例措置として免除されます。 

公営企業会計に対する普通会計からの繰出は、建設改良費や公的資金補償金免除繰上償還に

伴う支払利息の減少により、平成 21 年度以降は概ね減少傾向にあります。 

国民健康保険事業会計等に対する繰出金は年々増加しており、令和元年度には 600 億円を超

えています。 
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（５） 普通建設事業費と扶助費の推移  

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

■扶助費 

社会保障制度の一環として、生活保護法、児童福祉法、老人福祉法等の各種法令に基づき、被扶助者

に対してその生活を維持するために支出される経費（地方公共団体が独自に支出するものを含む）をい

います。 

 

 

 

普通建設事業費は、近年増加傾向にありましたが、令和３年度に老朽化に伴う新庁舎建設

完了等により減少に転じ、令和４年度は 1,216 億円と前年度同規模になりました。 

扶助費は、高齢化の進展等により増加傾向にあり、平成 22 年度以降は子ども手当や生活保

護費等の増加により普通建設事業費を上回っています。令和４年度は子育て世帯への臨時特

別給付や住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金の減等により令和３年度からは減少し

ましたが、扶助費は引き続き 2,000 億円を超えており今もなお増加傾向にあります。 

今後も、過去に建設された多くの公共施設等の更新時期が続く一方で、扶助費の増加等に

より地方財政は依然として厳しい状況にあることから、公共施設等の更新・統廃合・長寿命

化等を計画的に行い、財政負担を軽減・平準化していくことが必要になっています。 
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４ 財政指標 

（１） 経常収支比率の推移 

 
 

 
 
 

 

 
 
 
 
■経常収支比率 

地方公共団体の財政構造の弾力性を判断するための指標で、人件費、扶助費、公債費等のように毎年

度経常的に支出される経費（経常的経費）に充当された一般財源の額が、地方税、普通交付税を中心と

する毎年度経常的に収入される一般財源（経常一般財源）の総額に占める割合をいいます。この比率が

低いほど普通建設事業費等の臨時的経費に充当できる一般財源に余裕があり、財政構造に弾力性がある

といえます。 

 

財政の弾力性を示す経常収支比率について、令和４年度は臨時財政対策債の経常一般財源が

減等となったことから、前年度から 4.1 ポイント増となり、令和３年度以前の平年の状況に戻

りました。全国平均を下回っているものの、依然として財政構造の硬直化の状況が続いていま

す。 
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（２） 経常収支比率の状況（令和４年度）  

 

 

 
 

 

市 町 計

70％未満 0 0 0

70～80％未満 0 1 1

80～85％未満 0 4 4

85～90％未満 7 3 10

90～100％未満 7 3 10

100％以上 0 0 0

区　分 団体色
団　体　数

 

団 体 名 経常収支比率

塩 谷 町 77.4

芳 賀 町 81.6

壬 生 町 82.4

高 根 沢 町 82.4

上 三 川 町 83.5

那 珂 川 町 86.6

益 子 町 86.9

那 須 烏 山 市 87.1

足 利 市 88.2

真 岡 市 88.4

野 木 町 88.9

小 山 市 89.0

鹿 沼 市 89.6

矢 板 市 89.8

下 野 市 89.8

那 須 町 90.4

茂 木 町 90.6

市 貝 町 91.1

宇 都 宮 市 92.1

佐 野 市 92.1

栃 木 市 92.9

那 須 塩 原 市 93.5

さ く ら 市 93.6

大 田 原 市 94.1

日 光 市 97.3

市 平 均 91.3

町 平 均 85.6

市 町 平 均 88.8

全 国 平 均 92.2

※全国平均：加重平均

※県内平均：単純平均

（単位：％）
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（３） 地方債現在高、起債制限比率及び実質公債費比率の推移 

 
 

■起債制限比率 

公債費による財政負担の度合いを判断する指標の一つで、地方債元利償還金等に充当された一般財源

の標準財政規模（一般財源の標準的な収入見込額）に対する割合をいいます。 

 

 
■実質公債費比率 

地方債の許可制度から協議制度への移行に伴い平成 20年度（平成 19年度決算分）から導入された地

方公共団体財政健全化法に基づく財政指標です。従来の起債制限比率とは異なり、一般会計等の公債費

だけでなく、公営企業会計への繰出や、一部事務組合の公債費等も含めて算定するもので、自治体全体

の財政状況の実態がより的確に反映されます。 

実質公債費比率（３ヵ年平均）が 18％以上の団体は、起債に当たり許可が必要となります。また、25％

以上になると財政健全化団体、35％以上では財政再生団体となります。 

 

地方債現在高は、近年は横ばいで推移していますが、令和４年度の 6,471 億円は令和４年度

の県内市町歳入総額のおよそ７割に相当し、この返済が財政の重荷になっています。 

なお、臨時財政対策債現在高を除く地方債（建設地方債）現在高は、平成 12 年度以降減少

傾向にあり、地方債全体に占める臨時財政対策債現在高の割合が高くなっています。 

また、実質公債費比率は、前年度に比べて 0.１ポイント増加の 5.5％となり全国平均と同じ

水準となっています。 
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（４） 実質公債費比率の状況（令和２年度～令和４年度の３ヵ年平均） 
 

  

                              

 
 

 

市 町 計

6％未満 7 5 12

6～9％未満 7 6 13

9～12％未満 0 0 0

12～15％未満 0 0 0

15～18％未満 0 0 0

18％以上 0 0 0

区　分 団体色
団　体　数

 
 

 

団 体 名 実質公債費比率

高 根 沢 町 1.4

芳 賀 町 1.7

鹿 沼 市 1.8

佐 野 市 2.1

下 野 市 2.9

那 須 塩 原 市 3.0

塩 谷 町 3.6

宇 都 宮 市 3.9

足 利 市 4.7

真 岡 市 5.0

壬 生 町 5.6

市 貝 町 5.7

小 山 市 6.2

大 田 原 市 6.2

上 三 川 町 6.6

那 須 烏 山 市 7.0

益 子 町 7.0

那 須 町 7.1

野 木 町 7.3

さ く ら 市 7.8

栃 木 市 8.1

日 光 市 8.1

那 珂 川 町 8.1

茂 木 町 8.2

矢 板 市 8.6

市 平 均 5.4

町 平 均 5.7

市 町 平 均 5.5

全 国 平 均 5.5

（単位：％）

※県内平均：単純平均

※全国平均：加重平均
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（５） 将来負担比率の状況（令和４年度）  

 
  

 

市 町 計

0%未満 8 7 15

0～50％未満 4 4 8

50～100％未満 2 0 2

100～200％未満 0 0 0

200～350％未満 0 0 0

350％以上 0 0 0

区　分 団体色
団　体　数

 
 

■将来負担比率 

地方公共団体財政健全化法に基づく指標の一つで、将来負担の大きさを表す指標です。将来負担額（確

定債務と負担が見込まれる債務の合計）から控除額を控除した後の額の標準財政規模等に対する割合で

算定されます。確定債務としては、一般会計等に係る地方債残高、企業会計に係る地方債残高のうち一

般会計等による負担見込額等が、負担が見込まれる債務としては、土地開発公社等の負債額や第三セク

ターへの損失補償額のうち一般会計等による負担見込額等があります。これらを合計したものから、充

当可能基金や充当可能特定歳入、地方債残高に係る交付税基準財政需要額算入見込額を控除し、その控

除後の数値の標準財政規模等に対する割合で算定します。 

将来負担比率が 350％以上になると財政健全化団体となります。なお、財政再生基準は設定されてい

ません。 

団 体 名 将来負担比率

足 利 市 -

佐 野 市 -

鹿 沼 市 -

真 岡 市 -

那 須 塩 原 市 -

さ く ら 市 -

那 須 烏 山 市 -

下 野 市 -

上 三 川 町 -

市 貝 町 -

壬 生 町 -

野 木 町 -

塩 谷 町 -

高 根 沢 町 -

那 珂 川 町 -

茂 木 町 0.8

益 子 町 5.0

矢 板 市 7.3

那 須 町 12.2

栃 木 市 20.9

大 田 原 市 37.0

芳 賀 町 38.9

宇 都 宮 市 43.3

日 光 市 50.6

小 山 市 78.7

市 平 均 17.0

町 平 均 5.2

市 町 平 均 11.8

全 国 平 均 8.8

（単位：％）

※県内平均：単純平均

※全国平均：加重平均
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（６） 財政力指数の状況（令和３～令和５年度の３ヵ年平均） 

 

 

 

 
 

市 町 計

1.000以上 0 0 0

0.800～1.000未満 3 3 6

0.600～0.800未満 9 4 13

0.400～0.600未満 2 2 4

0.400未満 0 2 2

区　分 団体色
団　体　数

 
 

■財政力指数 

地方公共団体の財政の豊かさを示す指標で、平均的水準で行政活動を行うために必要な財政需要（基

準財政需要額）に対する標準的に収入し得ると考えられる地方税等（基準財政収入額）の割合をいいま

す。 

この指標が大きいほど財源に余裕があるとされ、単年度の財政力指数が「1.000」以上の団体は、当該

年度の普通交付税が不交付となります。 

団 体 名 財政力指数

芳 賀 町 0.983

宇 都 宮 市 0.968

小 山 市 0.939

上 三 川 町 0.934

真 岡 市 0.829

壬 生 町 0.806

那 須 塩 原 市 0.749

野 木 町 0.743

高 根 沢 町 0.736

足 利 市 0.734

佐 野 市 0.699

栃 木 市 0.696

下 野 市 0.693

鹿 沼 市 0.689

さ く ら 市 0.689

那 須 町 0.685

矢 板 市 0.643

大 田 原 市 0.634

市 貝 町 0.625

日 光 市 0.546

益 子 町 0.540

那 須 烏 山 市 0.447

塩 谷 町 0.422

那 珂 川 町 0.377

茂 木 町 0.372

市 平 均 0.711

町 平 均 0.657

市 町 平 均 0.687
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５ 将来負担 

（１） 地方債現在高と債務負担行為額の推移 

 

 

（２） 積立金現在高の推移 

 
■債務負担行為 

複数年度にまたがって行われる事業については、会計年度独立の原則の例外として、契約年度の翌年度

以降についても支払いを行うことがありますが、当該契約に基づき将来にわたって支払うことを約束する

行為を債務負担行為といいます。 

 
■財政調整基金、減債基金、その他特定目的基金 

年度間の財源の不均衡を調整するための基金を財政調整基金、地方債の償還のための基金を減債基金、

その他特定の目的のために積み立てられた基金をその他特定目的基金といいます。 

令和４年度末現在の債務負担行為による令和５年度以降支出予定額は 2,200 億円を超えてお

り、地方債の返済と同じく将来の財政負担となっています。 

積立金残高は、令和元・２年度に 2,000 億円を下回りましたが令和３年度から再び増加に転

じ、令和４年度は過去最高の 2,154 億円となりました。 

各市町においては、経済不況や人口減少による税収減、公共施設等の老朽化対策等といった

将来の財源不足に備えるため、行政改革や経費節減等により基金残高を確保しています。 
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（３） 将来にわたる実質的な財政負担の推移 

 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

地方債現在高と債務負担行為額の合計から積立金現在高を差し引いた将来にわたる実質的な

財政負担は、近年は横ばい傾向にありましたが、令和４年度では債務負担行為額の増加に伴っ

て 6,500 億円を超えました。歳入の大幅な伸びが期待できない中で、今後の市町村財政に重く

のしかかってくることとなります。 
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６ 職員の状況 

（１） 職員数の推移 

 

 

 
（注）上記グラフは、各年度４月１日現在の数値です。 

市町村職員数は、平成９年度から減少し続けており、平成 28 年度以降は 15,000 人を下回っ

ています。 

なお、平成 17 年度、平成 18 年度、平成 24 年度及び平成 26 年度の市町村職員数の減少数が

小さく、一部事務組合職員数の減少数が大きいのは、市町村合併により解散又は一部事務を合

併市町村に移管した一部事務組合の職員が、合併市町村の職員として採用されたためです。 
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（２） ラスパイレス指数の推移 

 
 

 
 

（注）（参考値）は国家公務員の時限的な（２年間）給与改定特例法による措置が無いとした場合の値です。 
 

 
 
 
■ラスパイレス指数 

地方公務員と国家公務員の給与水準を比較するため、国家公務員の給与を 100 とした場合の地方公務

員の給与水準を指数で示したものです。 

 

ラスパイレス指数は、国家公務員の時限的な（２年間）給与改定特例法による給与減額支給

措置が平成 25 年度末で終了した影響により、平成 26 年度は大幅に減少しています。 

また、令和４年度は前年度と比べ、市町平均は 0.3 ポイント減少、市平均は 0.2 ポイント減

少、町平均は 0.3 ポイント減少しました。 

なお、平成 16 年度は、国立大学の法人化により国立大学の職員が調査対象から外れたため

大幅に低下しています。 
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７ 地方税徴収率の状況 

 

 
 

地方税徴収率の県内市町村平均は、令和４年度は前年度に比べ 0.4 ポイント上昇し、継続的

な増加傾向にあります。全国平均と比べた場合は 1.1 ポイント下回っています。 

各市町においては、財源確保はもとより、税負担の公平性を確保するためにも、積極的な税

収入確保対策を実施しています。 

（参考）税収入確保対策として、平成 19 年度から栃木県及び県内全市町で構成する栃木県地方税滞納整理

推進機構を設置し、県と市町が緊密に連携・協議を行い、収入確保対策の進行管理を行うことで滞納

整理を推進しています。 
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８ 財政比較分析表 

 
 
 
 

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

140.0

経常収支比率

実質公債費比

率

自主財源比率

財政力指数
住民一人当たり

標準財政規模

住民一人当たり

積立金残高

住民一人当たり

将来財政負担

額

宇都宮市

 

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

140.0

経常収支比率

実質公債費比

率

自主財源比率

財政力指数

住民一人当た

り

標準財政規模

住民一人当た

り

積立金残高

住民一人当た

り

将来財政負担

額

足利市

 

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

140.0

経常収支比率

実質公債費比

率

自主財源比率

財政力指数

住民一人当た

り

標準財政規模

住民一人当た

り

積立金残高

住民一人当た

り

将来財政負担

額

栃木市

 

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

140.0

経常収支比率

実質公債費比

率

自主財源比率

財政力指数

住民一人当た

り

標準財政規模

住民一人当た

り

積立金残高

住民一人当た

り

将来財政負担

額

佐野市

 

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

140.0

経常収支比率

実質公債費比

率

自主財源比率

財政力指数

住民一人当た

り

標準財政規模

住民一人当た

り

積立金残高

住民一人当た

り

将来財政負担

額

鹿沼市

 

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

140.0

経常収支比率

実質公債費比

率

自主財源比率

財政力指数

住民一人当た

り

標準財政規模

住民一人当た

り

積立金残高

住民一人当た

り

将来財政負担

額

日光市

 

下記のレーダーチャートは、各市町の令和４年度の財政指標(一部指標を除く)を比

較したもので、県内市町平均を 100 とし、線が外側にあるほど財政状況等が良いこと

を示しています。 
 

○財政指標 

①財政の弾力性（経常収支比率・実質公債費比率） 

②財政の豊かさ（自主財源比率・財政力指数・住民一人当たりの標準財政規模） 

③財政の堅実性（住民一人当たりの積立金残高・住民一人当たりの将来財政負担額） 
 

○レーダーチャートの算式 

各団体のレーダーチャートは、各指標の県内市町における偏差値により作成してい

ますが、その算式については、下記のとおりです。 
 

偏差値＝（［当該団体の指標値］－［県内市町平均値］）÷［標準偏差
※ 

 ］×10＋100 
 

※標準偏差：下記計算式の平方根 

(((［各団体の指標値］－［県内市町平均値］)の２乗)の県内 25 市町の合計値) 

÷［25(県内市町数)］ 
 

(注)経常収支比率、実質公債費比率、住民一人当たりの将来財政負担額については、数値が小さ

いほど財政状況が良いため、上記偏差値の計算式中、下線部分の正負を逆転しています。 
 

○各指標の平均値 

経常収支比率：88.8％,実質公債費比率：5.5％,自主財源比率：47.7％,財政力指数：

0.687,住民一人当たりの積立金残高：112,042 円,住民一人当たりの将来財政負担額：

339,349 円, 住民一人当たりの標準財政規模:237,986 円 
 

(注)実質公債費比率は令和２年～令和４年度の３ヵ年平均、財政力指数は令和３～令和５年度の３

ヵ年平均です。 
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